
事業１：南伊豆町生涯活躍のまち 「南伊豆の大学づくりプロジェクト」 

実績評価（2021 年 2 月時点） 

地域再生計画の名

称 
南伊豆町生涯活躍のまち 「南伊豆の大学づくりプロジェクト」 

総合戦略上の位置

づけ 

基本目標４ 南伊豆町が持つ環境を活かして生涯健康で元気に暮らせる地域社

会を創出し、アクティブシニア層の転入を増やし、後期高齢者の転出を抑える 

事業の内容 地域再生基本方針に基づく支援制度「生涯活躍のまち形成事業計画に基づく特

例（内閣府、厚生労働省）」及び「生涯活躍のまち形成事業計画によるサ高住の

入居要件の設定（国土交通省・厚生労働省）」を活用し、生涯活躍のまちづくり

を推進することで、本町の地域再生を図る事業 

事業期間・事業費 平成 29 年度から令和 3 年度 

目標（ＫＰＩ） 目標（ＫＰＩ） 前年度末 令和２年度 事業全体 

拠点エリア内への移住者数 2 人 15 人 50 人 

生涯学習プログラムへの都市部からの

参加者数 
102 人 60 人 200 人 

サ高住等整備計画づくりへの参加者数

及び入居(移住)相談者数 
0 人 50 人 150 人 

サテライトオフィス、シェアオフィスの

利用者数 
32 団体 5 団体 20 団体 

本事業に関する企業者数又は雇用創出

数 
0 人 4 人 16 人 

遊休施設の活用件数 0 施設 3 施設 15 施設 

具体的な取組及び

効果検証 

平成 22 年度から検討を進めてきた東京都杉並区との自治体間連携による特

別養護老人ホームの整備については、静岡県、杉並区、南伊豆町との特養整備

に関する基本合意を受け、また、後期高齢者医療保険制度の改正等、要件整備

が整い、下田市に本部を置く社会福祉法人梓友会が整備運営を担う形で平成 30

年３月に開所を迎えることができた。 

一方で平成 27 年度から本格的に取組み始めた健康創造型生涯活躍のまちづ

くりは、平成 28 年度に設置された「南伊豆町生涯活躍のまち推進協議会」での

審議を経て、「教えあい学び合う（生涯学習）」をキーワードに若者から高齢者

までを取り込みながら、健康寿命を延ばすとともに、地域住民にも移住者にも

魅力のあるまちづくりを目指すこと（地理的空間的展開）とし、「既存施設の有

効活用」により、多世代向けの住まいや働く場所の整備、また高齢化の進んだ

際の地域包括ケアシステムを進めること（時間的継続的展開）を基本とした南

伊豆町版生涯活躍のまち「（仮称）ミナミイズ温泉大学プロジェクト」中間まと

めとして報告され、地方創生に関する各種支援を活用しながら、同報告の内容

に基づき取組の深化を図ってきた。 

本計画においては、一部事務組合下田メディカルセンターが所有する共立湊

病院跡地の取得及び再開発を念頭に進め、計画当初から共立湊病院跡地取得に
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向けて取り組んできたが、所有者との交渉が難航し、計画の推進に遅れが生じ、

本計画と共に地域再生計画の認定を受けた地方創生推進交付金を活用した事業

については、毎年計画内容の修正を図りながら進めてきた。 

本計画（５か年計画）の後半では、湊病院跡地への交流拠点整備、サービス

付き高齢者向け住宅の整備（整備事業者の選定）など、ハード事業が盛り込ま

れ、共立湊病院跡地の再生に向けた拠点整備として進める想定であったが、同

地の取得及び活用については財政面、防災面の観点から見送ることとなり、大

幅な計画変更の必要が生じている。 

 今年度の事業については、計画内容の変更のための各種調整及びこれまで取

組んできたソフト事業を継続的に進めて来た。 

 具体的には、定住及び移住の推進を図る取組として、各種セミナーの実施、

移住検討者を対象とした現地案内サービス事業、移住について具体的な検討を

行ううえで必要となるお試し移住事業を展開するとともに、受け皿ともなる空

き家バンク制度の充実を図った。 

 また、生涯学習、生きがいづくりの取組としては、杉並区との連携による体

験型交流プログラムの実施、１対１で南伊豆の暮らし体験を提供する「南伊豆

暮らし図鑑」の推進など地域住民の生きがいづくり及び小さな商いの仕組みづ

くり、地域内外に向けた生涯学習のプラットフォームづくりを引き続き推進し

た。 

 さらに、仕事づくりの観点からは、サテライトオフィス誘致やワーケーショ

ンの推進、観光を中心とした地域産業の活性化を図るための基本となる「南伊

豆町産業振興計画」の策定に地域内事業者の協力を得ながら取り組んだ。 

なお、拠点整備構想が暗礁に乗り上げた形となったことから、定住、移住の

受け皿の確保として地域の空き家活用など、遊休資産の活用に積極的に取組む

こととしている。 

○設定した目標（KPI）に対する実績 

目標（ＫＰＩ） 目標値 実績値 

拠点エリア内への移住者数 15 人 0 人 

生涯学習プログラムへの都市部か

らの参加者数 
60 人 45 人 

サ高住等整備計画づくりへの参加

者数及び入居(移住)相談者数 
50 人 0 人 

サテライトオフィス、シェアオフ

ィスの利用者数 
5団体 7 団体 

本事業に関する企業者数又は雇用

創出数 
4 人 1 人 

遊休施設の活用件数 3施設 0 施設 

【地方創生事業に対する評価】 Ａ Ｂ Ｃ ○Ｄ  Ｅ 

 一定の成果は得られたものの、地方創生推進のために改善が必要 
 

２ 



事業２：南伊豆町生涯活躍のまち（南伊豆のまち・ひと・しごとづくり大学） 

実績評価（2021 年 2 月時点） 

地域再生計画の名

称 
南伊豆町生涯活躍のまち（南伊豆のまち・ひと・しごとづくり大学） 

総合戦略上の位置

づけ 

基本目標４ 南伊豆町が持つ環境を活かして生涯健康で元気に暮らせる地域社

会を創出し、アクティブシニア層の転入を増やし、後期高齢者の転出を抑える 

事業の内容 地域再生基本方針に基づく支援制度「地方創生推進交付金」を活用し、生涯活

躍のまちづくりを推進することで、本町の地域再生を図る事業 

事業期間・事業費 平成 29 年度から令和 3 年度（令和２年度事業） 

具体的な取組及び

効果検証 

目標（ＫＰＩ） 前年度末 令和２年度 事業全体 

本取組を通した町内への移住者数 47 人 25 人 100 人 

生涯学習プログラムへの都市部からの

参加者数 
102 人 60 人 220 人 

生涯学習プログラム（南伊豆町での暮ら

し体験）提供者数 
19 人 5 人 23 人 

サテライトオフィス、シェアオフィスの

利用者数 
32 団体 5 団体 30 団体 

平成 27 年度から取組み始めた健康創造型生涯活躍のまちづくりの推進のう

ち、令和元年度に実施する事業。 

平成 28 年度に設置された「南伊豆町生涯活躍のまち推進協議会」での審議を

経て、「教えあい学び合う（生涯学習）」をキーワードに若者から高齢者までを

取り込みながら、健康寿命を延ばすとともに、地域住民にも移住者にも魅力の

あるまちづくりを目指すこと（地理的空間的展開）とし、「既存施設の有効活用」

により、多世代向けの住まいや働く場所の整備、また高齢化の進んだ際の地域

包括ケアシステムを進めること（時間的継続的展開）を基本とした南伊豆町版

生涯活躍のまち「（仮称）ミナミイズ温泉大学プロジェクト」中間まとめとして

報告され、平成 29 年度以降、地方創生推進交付金を活用しながら推進を図って

きた。 

当初の想定では、共立湊病院跡地の再生に向けた拠点整備として進める想定

であったが、同地の取得及び活用については財政面、防災面の観点から見送る

こととなり、大幅な計画変更の必要が生じている。 

 今年度の事業については、計画内容の変更のための各種調整及びこれまで取

組んできたソフト事業を継続的に進めてきた。 

 具体的には、定住及び移住の推進を図る取組として、各種セミナーの実施、

移住検討者を対象とした現地案内サービス事業、移住について具体的な検討を

行ううえで必要となるお試し移住事業を展開するとともに、受け皿ともなる空

き家バンク制度の充実を図った。 

 また、生涯学習、生きがいづくりの取組としては、杉並区との連携による体

験型交流プログラムの実施、１対１で南伊豆の暮らし体験を提供する「南伊豆
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暮らし図鑑」の推進など地域住民の生きがいづくり及び小さな商いの仕組みづ

くり、地域内外に向けた生涯学習のプラットフォームづくりを引き続き推進し

た。 

 さらに、仕事づくりの観点からは、サテライトオフィス誘致やワーケーショ

ンの推進、観光を中心とした地域産業の活性化を図るための基本となる「南伊

豆町産業振興計画」の策定に地域内事業者の協力を得ながら取り組んだ。 

しかしながら、令和２年の初旬から猛威を振るいだした新型コロナウイルス

感染症のまん延拡大の影響により地域間をまたいだ移動自粛等の措置がなさ

れ、人の移動が伴う活動については目標値を達成することが困難となった。 

令和３年度においては新型コロナウイルス感染症の影響も考慮しつつ、取組

の推進を図ることとし、目標についても見直しを行い令和２年度までの遅れを

取り戻すことができるよう事業の推進に力を注ぐこととしたい。 

○設定した目標（KPI）に対する実績 

目標（ＫＰＩ） 目標値 実績値 

本取組を通した町内への移住者数 25 人 19 人 

生涯学習プログラムへの都市部からの参加

者数 
60 人 45 人 

生涯学習プログラム（南伊豆町での暮らし

体験）提供者数 
5 人 6 人 

サテライトオフィス、シェアオフィスの利

用者数 
5 団体 7 団体 

【地方創生事業に対する評価】 Ａ Ｂ ○Ｃ Ｄ Ｅ 

 コロナ禍の中、一定の成果を得ることができ、概ね地方創生推進に寄与した 

４ 



事業３：南伊豆町まち・ひと・しごと創生推進計画 （企業版ふるさと納税） 

実績評価（2021 年 2 月時点） 

地域再生計画の名

称 
南伊豆町まち・ひと・しごと創生推進計画 

総合戦略上の位置

づけ 

基本目標１ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえるとともに、次世

代を担う子どもを育む地域社会をつくる 

基本目標２ 南伊豆町の魅力を活かしたライフスタイル・ワークスタイルを創

出し、若者の就職時の転出を抑えるとともに、∪・Iターン者の転入を増やす 

基本目標３ しごと、暮らし、子育て、教育、医療等に関する環境を充実させ、

ファミリー層の転出を抑え、転入を増やす 

基本目標４ 南伊豆町が持つ環境を活かして生涯健康で元気に暮らせる地域社

会を創出し、アクティブシニア層の転入を増やし、後期高齢者の転出を抑える 

基本目標５ 伊豆先端の立地を活かし、南伊豆町の魅力に触れ国内外から訪れ

る観光・交流人口を増やすとともに、地域との深いかかわりを求める南伊豆フ

ァンを増やす 

事業の内容 本町の地方創生を推進するため、南伊豆町まち・ひと・しごと創生総合戦略に

基づく事業に対して企業からの寄附（企業版ふるさと納税）を募り、当該企業

の支援を受けながら事業の推進を図るもので、寄附企業はまち・ひと・しごと

創生寄附活用事業に関連する寄附を行った法人に対する特例の適用を受けるこ

とが可能となるもの 

事業期間・事業費 令和 2 年度から令和 6年度 

目標（ＫＰＩ） 項    目 現状値 事業全体 

0～4 歳人口※1 89 人 100 人以上 

15～49 歳女性の有配偶率※2 55.45％ 60.5％ 

将来、町に住みたいと思う子どもの割合 
小学 6年 26％ 

中学 3年 29％ 

小学 6 年 35％ 

中学 3 年 35％ 

人口の社会増減の数 △11 人 ±0人 

新規雇用や起業創出数 0 人 30 人 

短期お試し移住の参加者数※3 年間 45 組 年間 65 組 

お達者度※4 
女性 県内 19 位 

男性 県内 29 位 

県内 15 位以上 

県内 15 位以内 

観光交流客数 850 千人 1,100 千人 

宿泊客数 216 千人 230 千人 

南伊豆ファンクラブ登録者数 0 人 250 人 

ふるさと寄附による南伊豆町応援者数※5 3,400 人 4,000 人 

具体的な取組及び

効果検証 

令和２年度から包括的な地域再生計画の認定により企業版ふるさと納税の受

領が可能となったことから、南伊豆町まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づ

く南伊豆町まち・ひと・しごと創生推進計画により地域再生計画の認定を受け、

本町の地方創生を推進するために企業からのふるさと納税を受け入れる仕組み
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作り及び企業版ふるさと納税の働きかけを行う。 

 

○設定した目標（KPI）に対する実績 

 令和６年度時点での実績値により評価 

 

〇企業版ふるさと納税の実績 

 １件 1,000 千円 株式会社ウォーターエージェンシー 

 

【地方創生事業に対する評価】 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

 － 
 

６ 



事業４：「子育てだけじゃない！」子育て支援拠点施設整備事業  

実績評価（2021 年 2 月時点） 

地域再生計画の名

称 
「子育てだけじゃない！」子育て支援拠点施設整備事業 

総合戦略上の位置

づけ 

基本目標１ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえるとともに、次世

代を担う子どもを育む地域社会をつくる 

基本目標２ 南伊豆町の魅力を活かしたライフスタイル・ワークスタイルを創

出し、若者の就職時の転出を抑えるとともに、∪・Iターン者の転入を増やす 

基本目標３ しごと、暮らし、子育て、教育、医療等に関する環境を充実させ、

ファミリー層の転出を抑え、転入を増やす 

事業の内容 利用者の増加に伴う子育て支援センターの新規整備事業として、地方創生拠点

整備交付金を活用し、従来の子育て支援機能に加え、就労支援機能を併設した

施設として整備することで、子育て世代を中心とした新たな仕事づくりや就業、

起業支援、就業に関する知識向上のセミナー等の実施による地域所得の向上を

目指します。 

事業期間・事業費 令和 2 年度から令和 6年度 

目標（ＫＰＩ） 目標（ＫＰＩ） 前年度末 令和２年度 事業全体 

本施設で行う就労支援関係事業を通し

た就労、就業件数（件） 
0 人 0 人 50 人 

地域子育て支援センター棟利用者数（就

労支援事業関係）（人） 
0 人 0 人 300 人 

０歳から４歳人口（人） 89 人 1 人増加 11 人増加 

具体的な取組及び

効果検証 

令和２年度においては施設整備（新築整備及び備品等整備）を実施し、令和

３年３月をもって竣工予定となっている。 

 施設完成後（令和３年度以降）は、当該施設において子育て世代を中心とし

た就業支援やリカレント教育等を提供することで、移住者を含めた町民のライ

フスタイルに合った子育てスタイルやワークスタイルの希望を叶えるととも

に、子育てをする世帯の安定的な収入の確保を目指すことで、本町の人口減少

の抑制をはじめとした地方創生を推進することを目的とした「「子育てだけじゃ

ない！」 子育て支援拠点施設整備事業」を、町内の多くの福祉施設、文化施

設、教育機関が集まる地域において実施する。 

○設定した目標（KPI）に対する実績 

目標（ＫＰＩ） 目標値 実績値 

本施設で行う就労支援関係事業を

通した就労、就業件数（件） 
0 人 0 人 

地域子育て支援センター棟利用者

数（就労支援事業関係）（人） 
0 人 0 人 

０歳から４歳人口（人） 1 人増加 0 人 
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【地方創生事業に対する評価】 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 
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